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４ 関係法令（抜粋） 

 

○ 障害者基本法 
  
（（目目的的））  

第第１１条条 この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するか

けがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有

無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実

現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定め、及び

国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加の支援等のた

めの施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援等のため

の施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（（定定義義））  

第第２２条条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一一   障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害

（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常

生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二二  社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような

社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

 

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 
  
（（目目的的））  

第第１１条条 この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり、身体障害者福祉法、知的障害者

福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、児童福祉法その他障害者及び障害児の福

祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふ

さわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、

地域生活支援事業その他の支援を総合的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図る

とともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことので

きる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 （（基基本本理理念念））  

第第１１条条のの２２ 障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支援は、全ての国民が、障

害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるも

のであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するため、全ての障害者及び障害児

が可能な限りその身近な場所において必要な日常生活又は社会生活を営むための支援を受け

られることにより社会参加の機会が確保されること及びどこで誰と生活するかについての選

択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと並びに障

害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事

物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資することを旨として、総合的かつ計画的に

行わなければならない。 

((市市町町村村等等のの責責務務))  

第第２２条条  

２ 都道府県は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。 

一 市町村が行う自立支援給付及び地域生活支援事業が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に

対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行うこと。 

二 市町村と連携を図りつつ、必要な自立支援医療費の支給及び地域生活支援事業を総合的に行

うこと。 

三 障害者等に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。 
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３ センター発行刊行物 

 
名    称 発行年月日 

令和５年度版東京都内の自立支援協議会の動向 令和６年６月 

高次脳機能障害者地域支援ハンドブック（改訂第六版） 令和５年３月改訂 

高次脳機能障害の理解と支援の充実を目指して2022年版 令和４年３月改訂 

リーフレット「もしかしたらお子さんは高次脳機能障害かもしれません」 令和６年３月改訂 

ポスター「高次脳機能障害普及啓発」 令和６年３月改訂 

リーフレット「障害の理解のために」（高次脳機能障害） 令和５年８月改訂 

リーフレット「障害の理解のために」（聴覚障害） 令和５年８月改訂 
リーフレット「障害の理解のために」（肢体不自由） 令和５年８月改訂 
リーフレット「障害の理解のために」（精神障害） 令和６年６月改訂 

リーフレット「障害の理解のために」（視覚障害） 令和６年６月改訂 

リーフレット「障害の理解のために」（内部障害） 令和６年６月改訂 

リーフレット「障害の理解のために」（知的障害） 平成30年３月改訂 

東京都重度心身障害者手当申請案内（令和５年度版） 令和５年10月 

特別児童扶養手当受給者のしおり（令和６年度版） 令和６年６月 
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四 市町村と協力して障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うとともに、市町村が行う

障害者等の権利の擁護のために必要な援助が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必

要な助言、情報の提供その他の援助を行うこと。 

（（定定義義））  

第第４４条条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者、知

的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達障害者支援法第２条第２項に規定する発達

障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のう

ち１８歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政

令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって１８歳以上

であるものをいう。 

２２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいう。 

第第５５条条  

２２４４ この法律において「自立支援医療」とは、障害者等につき、その心身の障害の状態の軽減

を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療であって政令で定めるものを

いう。 

２２５５ この法律において「補装具」とは、障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、長

期間にわたり継続して使用されるものその他の厚生労働省令で定める基準に該当するものと

して、義肢、装具、車いすその他の厚生労働大臣が定めるものをいう。 

((介介護護給給付付費費等等のの支支給給決決定定))  

第第１１９９条条 介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付費(以下「介護給付費

等」という。)の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、市町村の介護給付費等を

支給する旨の決定(以下「支給決定」という。)を受けなければならない。 

((申申請請))  

第第２２００条条 支給決定を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、市町村に申請をしなければならない。 

((障障害害支支援援区区分分のの認認定定))  

第第２２１１条条 市町村は、前条第１項の申請があったときは、政令で定めるところにより、市町村審

査会が行う当該申請に係る障害者等の障害支援区分に関する審査及び判定の結果に基づき、障

害支援区分の認定を行うものとする。 

（（支支給給要要否否決決定定等等））  

第第２２２２条条 市町村は、第２０条第１項の申請に係る障害者等の障害支援区分、当該障害者等の介

護を行う者の状況、当該障害者等の置かれている環境、当該申請に係る障害者等又は障害児の

保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案し

て介護給付費等の支給の要否の決定（以下この条及び第２７条において「支給要否決定」とい

う。）を行うものとする。 

２２ 市町村は、支給要否決定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定め

るところにより、市町村審査会又は身体障害者福祉法第９条第７項に規定する身体障害者更生

相談所（第７４条及び第７６条第３項において「身体障害者更生相談所」という。）、知的障害

者福祉法第９条第６項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第６条第１項に規定する精神保健福祉センター若しくは児童相談所（以下「身体障害者

更生相談所等」と総称する。）その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴くことができる。 

３３ 市町村審査会、身体障害者更生相談所等又は前項の厚生労働省令で定める機関は、同項の意

見を述べるに当たって必要があると認めるときは、当該支給要否決定に係る障害者等、その家

族、医師その他の関係者の意見を聴くことができる。 

((支支給給決決定定のの変変更更))  

第第２２４４条条 支給決定障害者等は、現に受けている支給決定に係る障害福祉サービスの種類、支給

量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、市町村に対し、当該支給決定の変更の申請をすることができる。 
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四 市町村と協力して障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うとともに、市町村が行う

障害者等の権利の擁護のために必要な援助が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必

要な助言、情報の提供その他の援助を行うこと。 

（（定定義義））  

第第４４条条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者、知

的障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（発達障害者支援法第２条第２項に規定する発達

障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のう

ち１８歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政

令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって１８歳以上

であるものをいう。 

２２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいう。 

第第５５条条  

２２４４ この法律において「自立支援医療」とは、障害者等につき、その心身の障害の状態の軽減

を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療であって政令で定めるものを

いう。 

２２５５ この法律において「補装具」とは、障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ、長

期間にわたり継続して使用されるものその他の厚生労働省令で定める基準に該当するものと

して、義肢、装具、車いすその他の厚生労働大臣が定めるものをいう。 

((介介護護給給付付費費等等のの支支給給決決定定))  

第第１１９９条条 介護給付費、特例介護給付費、訓練等給付費又は特例訓練等給付費(以下「介護給付費

等」という。)の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、市町村の介護給付費等を

支給する旨の決定(以下「支給決定」という。)を受けなければならない。 

((申申請請))  

第第２２００条条 支給決定を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、市町村に申請をしなければならない。 

((障障害害支支援援区区分分のの認認定定))  

第第２２１１条条 市町村は、前条第１項の申請があったときは、政令で定めるところにより、市町村審

査会が行う当該申請に係る障害者等の障害支援区分に関する審査及び判定の結果に基づき、障

害支援区分の認定を行うものとする。 

（（支支給給要要否否決決定定等等））  

第第２２２２条条 市町村は、第２０条第１項の申請に係る障害者等の障害支援区分、当該障害者等の介

護を行う者の状況、当該障害者等の置かれている環境、当該申請に係る障害者等又は障害児の

保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案し

て介護給付費等の支給の要否の決定（以下この条及び第２７条において「支給要否決定」とい

う。）を行うものとする。 

２２ 市町村は、支給要否決定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定め

るところにより、市町村審査会又は身体障害者福祉法第９条第７項に規定する身体障害者更生

相談所（第７４条及び第７６条第３項において「身体障害者更生相談所」という。）、知的障害

者福祉法第９条第６項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第６条第１項に規定する精神保健福祉センター若しくは児童相談所（以下「身体障害者

更生相談所等」と総称する。）その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴くことができる。 

３３ 市町村審査会、身体障害者更生相談所等又は前項の厚生労働省令で定める機関は、同項の意

見を述べるに当たって必要があると認めるときは、当該支給要否決定に係る障害者等、その家

族、医師その他の関係者の意見を聴くことができる。 

((支支給給決決定定のの変変更更))  

第第２２４４条条 支給決定障害者等は、現に受けている支給決定に係る障害福祉サービスの種類、支給

量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、市町村に対し、当該支給決定の変更の申請をすることができる。 
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((支支給給決決定定のの取取消消しし))  

第第２２５５条条 支給決定を行った市町村は、次に掲げる場合には、当該支給決定を取り消すことがで

きる。 

（（都都道道府府県県にによよるる援援助助等等））  

第第２２６６条条 都道府県は、市町村の求めに応じ、市町村が行う第１９条から第２２条まで、第２４

条及び前条の規定による業務に関し、その設置する身体障害者更生相談所等による技術的事項

についての協力その他市町村に対する必要な援助を行うものとする。 

((地地域域相相談談支支援援給給付付費費等等のの相相談談支支援援給給付付決決定定))  

第第５５１１条条のの５５ 地域相談支援給付費又は特例地域相談支援給付費(以下「地域相談支援給付費等」

という。)の支給を受けようとする障害者は、市町村の地域相談支援給付費等を支給する旨の決

定(以下「地域相談支援給付決定」という。)を受けなければならない。 

((申申請請))  

第第５５１１条条のの６６ 地域相談支援給付決定を受けようとする障害者は、厚生労働省令で定めるところ

により、市町村に申請しなければならない。 

((給給付付要要否否決決定定等等))  

第第５５１１条条のの７７ 市町村は、前条第１項の申請があったときは、当該申請に係る障害者の心身の状

態、当該障害者の地域相談支援の利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案

して地域相談支援給付費等の支給の要否の決定(以下この条及び第５１条の１２において「給

付要否決定」という。)を行うものとする。 

２ 市町村は、給付要否決定を行うに当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定め

るところにより、市町村審査会、身体障害者更生相談所等その他厚生労働省令で定める機関の

意見を聴くことができる。 

３ 市町村審査会、身体障害者更生相談所等又は前項の厚生労働省令で定める機関は、同項の意

見を述べるに当たって必要があると認めるときは、当該給付要否決定に係る障害者、その家族、

医師その他の関係者の意見を聴くことができる。 

((地地域域相相談談支支援援給給付付決決定定のの変変更更))  

第第５５１１条条のの９９ 地域相談支援給付決定障害者は、現に受けている地域相談支援給付決定に係る地

域相談支援の種類、地域相談支援給付量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要が

あるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、当該地域相談支援給付決定

の変更の申請をすることができる。 

２ 市町村は、前項の申請又は職権により、第５１条の７第１項の厚生労働省令で定める事項を

勘案し、地域相談支援給付決定障害者につき、必要があると認めるときは、地域相談支援給付

決定の変更の決定を行うことができる。この場合において、市町村は、当該決定に係る地域相

談支援給付決定障害者に対し地域相談支援受給者証の提出を求めるものとする。 

３ 第１９条(第１項を除く。)、第２０条(第１項を除く。)及び第５１条の７(第１項を除く。)

の規定は、前項の地域相談支援給付決定の変更の決定について準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

((地地域域相相談談支支援援給給付付決決定定のの取取消消しし))  

第第５５１１条条のの１１００ 地域相談支援給付決定を行った市町村は、次に掲げる場合には、当該地域相談

支援給付決定を取り消すことができる。 

((都都道道府府県県にによよるる援援助助等等))  

第第５５１１条条のの１１１１ 都道府県は、市町村の求めに応じ、市町村が行う第５１条の５から第５１条の

７まで、第５１条の９及び前条の規定による業務に関し、その設置する身体障害者更生相談所

等による技術的事項についての協力その他市町村に対する必要な援助を行うものとする。 

((都都道道府府県県にによよるる援援助助等等))  

第第７７４４条条 市町村は、支給認定又は自立支援医療費を支給しない旨の認定を行うに当たって必要

があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、身体障害者更生相談所その他厚

生労働省令で定める機関の意見を聴くことができる。 

２ 都道府県は、市町村の求めに応じ、市町村が行うこの節の規定による業務に関し、その設置

する身体障害者更生相談所その他厚生労働省令で定める機関による技術的事項についての協力
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その他市町村に対する必要な援助を行うものとする。 

第第７７６６条条 市町村は、障害者又は障害児の保護者から申請があった場合において、当該申請に係

る障害者等の障害の状態からみて、当該障害者等が補装具の購入、借受け又は修理（以下この

条及び次条において「購入等」という。）を必要とする者であると認めるとき（補装具の借受け

にあっては、補装具の借受けによることが適当である場合として厚生労働省令で定める場合に

限る。）は、当該障害者又は障害児の保護者（以下この条において「補装具費支給対象障害者等」

という。）に対し、当該補装具の購入等に要した費用について、補装具費を支給する。ただし、

当該申請に係る障害者等又はその属する世帯の他の世帯員のうち政令で定める者の所得が政

令で定める基準以上であるときは、この限りでない。 

３３ 市町村は、補装具費の支給に当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、身体障害者更生相談所その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴くことができ

る。 

((市市町町村村のの地地域域生生活活支支援援事事業業))  

第第７７７７条条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げ

る事業を行うものとする。 

三 障害者等が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障

害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その

他の厚生労働省令で定める便宜を供与するとともに、障害者等に対する虐待の防止及びその早

期発見のための関係機関との連絡調整その他の障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行

う事業(次号に掲げるものを除く。) 

六 聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等そ

の他の日常生活を営むのに支障がある障害者等につき、意思疎通支援(手話その他厚生労働省

令で定める方法により当該障害者等とその他の者の意思疎通を支援することをいう。以下同

じ。)を行う者の派遣、日常生活上の便宜を図るための用具であって厚生労働大臣が定めるもの

の給付又は貸与その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業 

七 意思疎通支援を行う者を養成する事業 

（（都都道道府府県県のの地地域域生生活活支支援援事事業業））  

第第７７８８条条 都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、第７７

条第１項第３号、第６号及び第７号に掲げる事業のうち、特に専門性の高い相談支援に係る事

業及び特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事業、意思疎通支援を

行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整その他の広域的な対応が必要な事業として厚生

労働省令で定める事業を行うものとする。 

２２ 都道府県は、前項に定めるもののほか、障害福祉サービス又は相談支援の質の向上のために

障害福祉サービス若しくは相談支援を提供する者又はこれらの者に対し必要な指導を行う者

を育成する事業その他障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を

行うことができる。 

（（協協議議会会のの設設置置））  

第第８８９９条条のの３３ 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を図るた

め、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医療、教育又は

雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者（以下この条において「関係機関等」という。）

により構成される協議会（以下この条において単に「協議会」という。）を置くように努めなけ

ればならない。 

２２ 協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への適切な支

援に関する情報及び支援体制に関する課題についての情報を共有し、関係機関等の連携の緊密

化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。 
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その他市町村に対する必要な援助を行うものとする。 

第第７７６６条条 市町村は、障害者又は障害児の保護者から申請があった場合において、当該申請に係

る障害者等の障害の状態からみて、当該障害者等が補装具の購入、借受け又は修理（以下この

条及び次条において「購入等」という。）を必要とする者であると認めるとき（補装具の借受け

にあっては、補装具の借受けによることが適当である場合として厚生労働省令で定める場合に

限る。）は、当該障害者又は障害児の保護者（以下この条において「補装具費支給対象障害者等」

という。）に対し、当該補装具の購入等に要した費用について、補装具費を支給する。ただし、

当該申請に係る障害者等又はその属する世帯の他の世帯員のうち政令で定める者の所得が政

令で定める基準以上であるときは、この限りでない。 

３３ 市町村は、補装具費の支給に当たって必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めると

ころにより、身体障害者更生相談所その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴くことができ

る。 

((市市町町村村のの地地域域生生活活支支援援事事業業))  

第第７７７７条条 市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げ

る事業を行うものとする。 

三 障害者等が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ、自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等、障

害児の保護者又は障害者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その

他の厚生労働省令で定める便宜を供与するとともに、障害者等に対する虐待の防止及びその早

期発見のための関係機関との連絡調整その他の障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行

う事業(次号に掲げるものを除く。) 

六 聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等そ

の他の日常生活を営むのに支障がある障害者等につき、意思疎通支援(手話その他厚生労働省

令で定める方法により当該障害者等とその他の者の意思疎通を支援することをいう。以下同

じ。)を行う者の派遣、日常生活上の便宜を図るための用具であって厚生労働大臣が定めるもの

の給付又は貸与その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業 

七 意思疎通支援を行う者を養成する事業 

（（都都道道府府県県のの地地域域生生活活支支援援事事業業））  

第第７７８８条条 都道府県は、厚生労働省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、第７７

条第１項第３号、第６号及び第７号に掲げる事業のうち、特に専門性の高い相談支援に係る事

業及び特に専門性の高い意思疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事業、意思疎通支援を

行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整その他の広域的な対応が必要な事業として厚生

労働省令で定める事業を行うものとする。 

２２ 都道府県は、前項に定めるもののほか、障害福祉サービス又は相談支援の質の向上のために

障害福祉サービス若しくは相談支援を提供する者又はこれらの者に対し必要な指導を行う者

を育成する事業その他障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を

行うことができる。 

（（協協議議会会のの設設置置））  

第第８８９９条条のの３３ 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を図るた

め、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医療、教育又は

雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者（以下この条において「関係機関等」という。）

により構成される協議会（以下この条において単に「協議会」という。）を置くように努めなけ

ればならない。 

２２ 協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への適切な支

援に関する情報及び支援体制に関する課題についての情報を共有し、関係機関等の連携の緊密

化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。 
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○ 身体障害者福祉法 
  
（（法法のの目目的的））  

第第１１条条 この法律は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律と相まって、

身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、身体障害者を援助し、及び必要に

応じて保護し、もって身体障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（（身身体体障障害害者者））  

第第４４条条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある１８歳以上の

者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。 

((援援護護のの実実施施者者))  

第第九九条条  

５ 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一 身体に障害のある者を発見して、又はその相談に応じて、その福祉の増進を図るために必要

な指導を行うこと。 

二 身体障害者の福祉に関し、必要な情報の提供を行うこと。 

三 身体障害者の相談に応じ、その生活の実情、環境等を調査し、更生援護の必要の有無及びそ

の種類を判断し、本人に対して、直接に、又は間接に、社会的更生の方途を指導すること並び

にこれに付随する業務を行うこと。 

７ その設置する福祉事務所(社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)に定める福祉に関する

事務所をいう。以下同じ。)に身体障害者の福祉に関する事務をつかさどる職員(以下「身体障

害者福祉司」という。)を置いていない市町村の長及び福祉事務所を設置していない町村の長は、

第五項第三号に掲げる業務のうち専門的な知識及び技術を必要とするもの(次条第二項及び第

三項において「専門的相談指導」という。)については、身体障害者の更生援護に関する相談所

(以下「身体障害者更生相談所」という。)の技術的援助及び助言を求めなければならない。 

  ((市市町町村村のの福福祉祉事事務務所所))  

第第９９条条のの２２  

２ 市の設置する福祉事務所に身体障害者福祉司を置いている福祉事務所があるときは、当該市

の身体障害者福祉司を置いていない福祉事務所の長は、専門的相談指導については、当該市の

身体障害者福祉司の技術的援助及び助言を求めなければならない。 

３ 市町村の設置する福祉事務所のうち身体障害者福祉司を置いている福祉事務所の長は、専門

的相談指導を行うに当たつて、特に専門的な知識及び技術を必要とする場合には、身体障害者

更生相談所の技術的援助及び助言を求めなければならない。 

（（連連絡絡調調整整等等のの実実施施者者））  

第第１１００条条 都道府県は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一一 市町村の援護の実施に関し、市町村相互間の連絡調整、市町村に対する情報の提供その他

必要な援助を行うこと及びこれらに付随する業務を行うこと。 

二二 身体障害者の福祉に関し、主として次に掲げる業務を行うこと。 

イ 各市町村の区域を超えた広域的な見地から、実情の把握に努めること。 

ロ 身体障害者に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行

うこと。 

ハ 身体障害者の医学的、心理学的及び職能的判定を行うこと。 

ニ 必要に応じ、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第２

５項に規定する補装具の処方及び適合判定を行うこと。 

２２ 都道府県知事は、市町村の援護の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、市

町村に対し、必要な助言を行うことができる。 

３３ 都道府県知事は、第１項又は前項の規定による都道府県の事務の全部又は一部を、その管理

に属する行政庁に限り、委任することができる。 

（（更更生生相相談談所所））  

第第１１１１条条 都道府県は、身体障害者の更生援護の利便のため、及び市町村の援護の適切な実施の
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支援のため、必要の地に身体障害者更生相談所を設けなければならない。 

２２ 身体障害者更生相談所は、身体障害者の福祉に関し、主として前条第１項第１号に掲げる業

務（第１８条第２項の措置に係るものに限る。）及び前条第１項第２号ロからニまでに掲げる業

務並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２２条第２項及び

第３項、第２６条第１項、第５１条の７第２項及び第３項、第５１条の１１、第７４条並びに

第７６条第３項に規定する業務を行うものとする。 

３３ 身体障害者更生相談所は、必要に応じ、巡回して、前項に規定する業務を行うことができる。 

４４ 前各項に定めるもののほか、身体障害者更生相談所に関し必要な事項は、政令で定める。 

（（身身体体障障害害者者福福祉祉司司））  
第第１１１１条条のの２２ 都道府県は、その設置する身体障害者更生相談所に、身体障害者福祉司を置かな 

ければならない。 
２２ 市及び町村は、その設置する福祉事務所に、身体障害者福祉司を置くことができる。 
３３ 都道府県の身体障害者福祉司は、身体障害者更生相談所の長の命を受けて、次に掲げる業務

を行うものとする。 
一一 第１０条第１項第１号に掲げる業務のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行

うこと。 
二二 身体障害者の福祉に関し、第１０条第１項第２号ロに掲げる業務を行うこと。 

５５ 市の身体障害者福祉司は、第９条の２第２項の規定により技術的援助及び助言を求められた

ときは、これに協力しなければならない。この場合において、特に専門的な知識及び技術が必

要であると認めるときは、身体障害者更生相談所に当該技術的援助及び助言を求めるよう助言

しなければならない。 
（（身身体体障障害害者者手手帳帳））  

第第１１５５条条 身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、その居住地（居

住地を有しないときは、その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請すること

ができる。ただし、本人が１５歳に満たないときは、その保護者（親権を行う者及び後見人を

いう。ただし、児童福祉法第２７条第１項第３号又は第２７条の２の規定により里親に委託さ

れ、又は児童福祉施設に入所した児童については、当該里親又は児童福祉施設の長とする。以

下同じ。）が代わって申請するものとする。 

２２ 前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは、厚生労働大臣の定めるところに従い、

かつ、その指定に当たっては、社会福祉法第７条第１項に規定する社会福祉に関する審議会そ

の他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

３３ 第１項に規定する医師が、その身体に障害のある者に診断書を交付するときは、その者の障

害が別表に掲げる障害に該当するか否かについて意見書をつけなければならない。 

４４ 都道府県知事は、第１項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当すると

認めたときは、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。 

５５ 前項に規定する審査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたときは、都

道府県知事は、理由を附して、その旨を申請者に通知しなければならない。 

６６ 身体障害者手帳の交付を受けた者は、身体障害者手帳を譲渡し又は貸与してはならない。 

７７ 身体に障害のある１５歳未満の者につき、その保護者が身体障害者手帳の交付を受けた場合

において、本人が満１５歳に達したとき、又は本人が満１５歳に達する以前にその保護者が保

護者でなくなったときは、身体障害者手帳の交付を受けた保護者は、すみやかにこれを本人又

は新たな保護者に引き渡さなければならない。 

８８ 前項の場合において、本人が満１５歳に達する以前に、身体障害者手帳の交付を受けたその

保護者が死亡したときは、その者の親族又は同居の縁故者でその身体障害者手帳を所持するも

のは、すみやかにこれを新たな保護者に引き渡さなければならない。 

９９ 前２項の規定により本人又は新たな保護者が身体障害者手帳の引渡を受けたときは、その身

体障害者手帳は、本人又は新たな保護者が交付を受けたものとみなす。 

1100 前各項に定めるものの外、身体障害者手帳に関し必要な事項は、政令で定める。 

（（身身体体障障害害者者手手帳帳のの返返還還））  
第第１１６６条条 身体障害者手帳の交付を受けた者又はその者の親族若しくは同居の縁故者でその身
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支援のため、必要の地に身体障害者更生相談所を設けなければならない。 

２２ 身体障害者更生相談所は、身体障害者の福祉に関し、主として前条第１項第１号に掲げる業

務（第１８条第２項の措置に係るものに限る。）及び前条第１項第２号ロからニまでに掲げる業

務並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２２条第２項及び

第３項、第２６条第１項、第５１条の７第２項及び第３項、第５１条の１１、第７４条並びに

第７６条第３項に規定する業務を行うものとする。 

３３ 身体障害者更生相談所は、必要に応じ、巡回して、前項に規定する業務を行うことができる。 

４４ 前各項に定めるもののほか、身体障害者更生相談所に関し必要な事項は、政令で定める。 

（（身身体体障障害害者者福福祉祉司司））  
第第１１１１条条のの２２ 都道府県は、その設置する身体障害者更生相談所に、身体障害者福祉司を置かな 

ければならない。 
２２ 市及び町村は、その設置する福祉事務所に、身体障害者福祉司を置くことができる。 
３３ 都道府県の身体障害者福祉司は、身体障害者更生相談所の長の命を受けて、次に掲げる業務

を行うものとする。 
一一 第１０条第１項第１号に掲げる業務のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行

うこと。 
二二 身体障害者の福祉に関し、第１０条第１項第２号ロに掲げる業務を行うこと。 

５５ 市の身体障害者福祉司は、第９条の２第２項の規定により技術的援助及び助言を求められた

ときは、これに協力しなければならない。この場合において、特に専門的な知識及び技術が必

要であると認めるときは、身体障害者更生相談所に当該技術的援助及び助言を求めるよう助言

しなければならない。 
（（身身体体障障害害者者手手帳帳））  

第第１１５５条条 身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、その居住地（居

住地を有しないときは、その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請すること

ができる。ただし、本人が１５歳に満たないときは、その保護者（親権を行う者及び後見人を

いう。ただし、児童福祉法第２７条第１項第３号又は第２７条の２の規定により里親に委託さ

れ、又は児童福祉施設に入所した児童については、当該里親又は児童福祉施設の長とする。以

下同じ。）が代わって申請するものとする。 

２２ 前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは、厚生労働大臣の定めるところに従い、

かつ、その指定に当たっては、社会福祉法第７条第１項に規定する社会福祉に関する審議会そ

の他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

３３ 第１項に規定する医師が、その身体に障害のある者に診断書を交付するときは、その者の障

害が別表に掲げる障害に該当するか否かについて意見書をつけなければならない。 

４４ 都道府県知事は、第１項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当すると

認めたときは、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。 

５５ 前項に規定する審査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたときは、都

道府県知事は、理由を附して、その旨を申請者に通知しなければならない。 

６６ 身体障害者手帳の交付を受けた者は、身体障害者手帳を譲渡し又は貸与してはならない。 

７７ 身体に障害のある１５歳未満の者につき、その保護者が身体障害者手帳の交付を受けた場合

において、本人が満１５歳に達したとき、又は本人が満１５歳に達する以前にその保護者が保

護者でなくなったときは、身体障害者手帳の交付を受けた保護者は、すみやかにこれを本人又

は新たな保護者に引き渡さなければならない。 

８８ 前項の場合において、本人が満１５歳に達する以前に、身体障害者手帳の交付を受けたその

保護者が死亡したときは、その者の親族又は同居の縁故者でその身体障害者手帳を所持するも

のは、すみやかにこれを新たな保護者に引き渡さなければならない。 

９９ 前２項の規定により本人又は新たな保護者が身体障害者手帳の引渡を受けたときは、その身

体障害者手帳は、本人又は新たな保護者が交付を受けたものとみなす。 

1100 前各項に定めるものの外、身体障害者手帳に関し必要な事項は、政令で定める。 

（（身身体体障障害害者者手手帳帳のの返返還還））  
第第１１６６条条 身体障害者手帳の交付を受けた者又はその者の親族若しくは同居の縁故者でその身
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体障害者手帳を所持するものは、本人が別表に掲げる障害を有しなくなったとき、又は死亡し

たときは、すみやかに身体障害者手帳を都道府県知事に返還しなければならない。 
２２ 都道府県知事は、次に掲げる場合には、身体障害者手帳の交付を受けた者に対し身体障害者

手帳の返還を命ずることができる。 
一 本人の障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたとき。 
二 身体障害者手帳の交付を受けた者が正当な理由がなく、第１７条の２第１項の規定による

診査又は児童福祉法第１９条第１項の規定による診査を拒み、又は忌避したとき。 
三 身体障害者手帳の交付を受けた者がその身体障害者手帳を他人に譲渡し又は貸与したとき。 

３３ 都道府県知事は、前項の規定による処分をするには、文書をもって、その理由を示さなけれ

ばならない。 
４４ 市町村長は、身体障害者につき、第２項各号に掲げる事由があると認めるときは、その旨を

都道府県知事に通知しなければならない。 
第第１１７７条条 前条第２項の規定による処分に係る行政手続法第１５条第１項の通知は、聴聞の期日

の１０日前までにしなければならない。 
  ((診診査査及及びび更更生生相相談談))  
第第１１７７条条のの２２ 市町村は、身体障害者の診査及び更生相談を行い、必要に応じ、次に掲げる措置

を採らなければならない。 
一 医療又は保健指導を必要とする者に対しては、医療保健施設に紹介すること。 
二 公共職業能力開発施設の行う職業訓練(職業能力開発総合大学校の行うものを含む。)又は就

職あつせんを必要とする者に対しては、公共職業安定所に紹介すること。 
三 前二号に規定するもののほか、その更生に必要な事項につき指導すること。 
  ((罰罰則則))  
第第４４６６条条 次の各号の一に該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 
一一 第１５条第６項の規定に違反した者 
二二 第１６条第１項の規定に違反した者 

第第４４７７条条 偽りその他不正な手段により、身体障害者手帳の交付を受けた者又は受けさせた者は、

６月以下の懲役又は２０万円以下の罰金に処する。 
第第４４８８条条 第１６条第２項の規定に基づく都道府県知事の命令に違反した者は、３月以下の懲役

又は１０万円以下の罰金に処する。 
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○ 知的障害者福祉法 
 
（（ここのの法法律律のの目目的的））  

第第１１条条 この法律は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律と相まって、

知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、知的障害者を援助するとともに必

要な保護を行い、もって知的障害者の福祉を図ることを目的とする。 

((更更生生援援護護のの実実施施者者))  

第第９９条条 この法律に定める知的障害者又はその介護を行う者に対する市町村(特別区を含む。以

下同じ。)による更生援護は、その知的障害者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、知

的障害者が居住地を有しないか、又は明らかでない者であるときは、その知的障害者の現在地

の市町村が行うものとする。 

５ 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一 知的障害者の福祉に関し、必要な実情の把握に努めること。 

二 知的障害者の福祉に関し、必要な情報の提供を行うこと。 

三 知的障害者の福祉に関する相談に応じ、必要な調査及び指導を行うこと並びにこれらに付随

する業務を行うこと。 

６ その設置する福祉事務所(社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)に定める福祉に関する事務

所をいう。以下同じ。)に知的障害者の福祉に関する事務をつかさどる職員(以下「知的障害者

福祉司」という。)を置いていない市町村の長及び福祉事務所を設置していない町村の長は、前

項第３号に掲げる業務のうち専門的な知識及び技術を必要とするもの(次条第２項及び第３項

において「専門的相談指導」という。)であつて１８歳以上の知的障害者に係るものについては、

知的障害者の更生援護に関する相談所(以下「知的障害者更生相談所」という。)の技術的援助

及び助言を求めなければならない。 

７ 市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)は、１８歳以上の知的障害者につき第５項第３

号の業務を行うに当たつて、特に医学的、心理学的及び職能的判定を必要とする場合には、知

的障害者更生相談所の判定を求めなければならない。 

((市市町町村村のの福福祉祉事事務務所所))  

第第１１００条条 市町村の設置する福祉事務所又はその長は、この法律の施行に関し、主として前条第

５項各号に掲げる業務又は同条第６項及び第７項の規定による市町村長の業務を行うものと

する。 

２ 市の設置する福祉事務所に知的障害者福祉司を置いている福祉事務所があるときは、当該市

の知的障害者福祉司を置いていない福祉事務所の長は、１８歳以上の知的障害者に係る専門的

相談指導については、当該市の知的障害者福祉司の技術的援助及び助言を求めなければならな

い。 

３ 市町村の設置する福祉事務所のうち知的障害者福祉司を置いている福祉事務所の長は、１８

歳以上の知的障害者に係る専門的相談指導を行うに当たつて、特に専門的な知識及び技術を必

要とする場合には、知的障害者更生相談所の技術的援助及び助言を求めなければならない。 

（（連連絡絡調調整整等等のの実実施施者者））  

第第１１１１条条 都道府県は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一一 市町村の更生援護の実施に関し、市町村相互間の連絡及び調整、市町村に対する情報の提

供その他必要な援助を行うこと並びにこれらに付随する業務を行うこと。 

二二 知的障害者の福祉に関し、次に掲げる業務を行うこと。 

イ 各市町村の区域を超えた広域的な見地から、実情の把握に努めること。 

ロ 知的障害者に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行

うこと。 

ハ １８歳以上の知的障害者の医学的、心理学的及び職能的判定を行うこと。 

２２ 都道府県は、前項第２号ロに規定する相談及び指導のうち主として居宅において日常生活を

営む知的障害者及びその介護を行う者に係るものについては、これを障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律第５条第１８項に規定する一般相談支援事業又は特定
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○ 知的障害者福祉法 
 
（（ここのの法法律律のの目目的的））  

第第１１条条 この法律は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律と相まって、

知的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、知的障害者を援助するとともに必

要な保護を行い、もって知的障害者の福祉を図ることを目的とする。 

((更更生生援援護護のの実実施施者者))  

第第９９条条 この法律に定める知的障害者又はその介護を行う者に対する市町村(特別区を含む。以

下同じ。)による更生援護は、その知的障害者の居住地の市町村が行うものとする。ただし、知

的障害者が居住地を有しないか、又は明らかでない者であるときは、その知的障害者の現在地

の市町村が行うものとする。 

５ 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。 

一 知的障害者の福祉に関し、必要な実情の把握に努めること。 

二 知的障害者の福祉に関し、必要な情報の提供を行うこと。 

三 知的障害者の福祉に関する相談に応じ、必要な調査及び指導を行うこと並びにこれらに付随

する業務を行うこと。 

６ その設置する福祉事務所(社会福祉法(昭和２６年法律第４５号)に定める福祉に関する事務

所をいう。以下同じ。)に知的障害者の福祉に関する事務をつかさどる職員(以下「知的障害者

福祉司」という。)を置いていない市町村の長及び福祉事務所を設置していない町村の長は、前

項第３号に掲げる業務のうち専門的な知識及び技術を必要とするもの(次条第２項及び第３項

において「専門的相談指導」という。)であつて１８歳以上の知的障害者に係るものについては、

知的障害者の更生援護に関する相談所(以下「知的障害者更生相談所」という。)の技術的援助

及び助言を求めなければならない。 

７ 市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)は、１８歳以上の知的障害者につき第５項第３
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する。 
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一一 市町村の更生援護の実施に関し、市町村相互間の連絡及び調整、市町村に対する情報の提

供その他必要な援助を行うこと並びにこれらに付随する業務を行うこと。 

二二 知的障害者の福祉に関し、次に掲げる業務を行うこと。 

イ 各市町村の区域を超えた広域的な見地から、実情の把握に努めること。 

ロ 知的障害者に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行

うこと。 

ハ １８歳以上の知的障害者の医学的、心理学的及び職能的判定を行うこと。 

２２ 都道府県は、前項第２号ロに規定する相談及び指導のうち主として居宅において日常生活を
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会生活を総合的に支援するための法律第５条第１８項に規定する一般相談支援事業又は特定
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相談支援事業を行う当該都道府県以外の者に委託することができる。 
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二二 知的障害者の福祉に関し、第１１条第１項第２号ロに掲げる業務を行うこと。 

５５ 市の知的障害者福祉司は、第１０条第２項の規定により技術的援助及び助言を求められたと

きは、これに協力しなければならない。この場合において、特に専門的な知識及び技術が必要

であると認めるときは、知的障害者更生相談所に当該技術的援助及び助言を求めるよう助言し

なければならない。 
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５ 東京都心身障害者福祉センター条例（昭和43年３月30日条例第17号） 

 

（（設設置置））  
第第１１条条 東京都内の知的障害者、知的障害児、身体障害者、身体障害児及びこれらに準ずる者（以

下「心身障害者」という。）に対し、医療、教育、職業等の総合的な相談に応ずるほか、社会適応

のための処遇指針等を総合的に判定し、これに基づいて適切な指導及び援護を行うことにより、

心身障害者の福祉の増進を図ることを目的として、東京都心身障害者福祉センター（以下「セン

ター」という。）を、東京都新宿区神楽河岸１番１号に設置する。 
２２ センターは、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１１条第１項の規定に基づく

身体障害者更生相談所とし、及び知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項

の規定に基づく知的障害者更生相談所とする。 
３３ センターに第３条第２号に規定する施設の一部として東京都千代田区麹町三丁目７番地４に別

館を置く。 
４４ センターに支所として東京都国立市富士見台二丁目１番地の１に東京都心身障害者福祉セン

ター多摩支所を置く。 
（（事事業業））  
第第２２条条 センターは、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 
一 医療、教育、職業等の総合相談及び指導に関すること。 
二 医学的、心理学的、社会的、職能的等各分野からの総合判定に関すること。 
三 前号の判定のために必要な治療及び訓練に関すること。 
四 福祉事務所等関係機関及び社会福祉協議会等公共的団体との連絡に関すること。 
五 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める事業 

（（施施設設））  
第第３３条条 センターには、次に掲げる施設を設ける。 
一 相談室等総合相談及び指導に必要な施設 
二 判定室等総合判定に必要な施設 
三 訓練室等治療及び訓練に必要な施設 
四 その他知事が必要と認める施設 

（（休休業業日日等等））  
第第４４条条 センターの休業日は、次のとおりとする。 
一 日曜日及び土曜日 
二 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 
三 １月２日及び同月３日 
四 １２月２９日から同月３１日まで 

（（利利用用時時間間））  
第第５５条条 センターの利用時間は、午前９時から午後５時までとする。 
２２ 前項の利用時間については、知事が必要と認めるときは、これを変更することができる。 
（（使使用用料料））  
第第６６条条 センターの使用料は、無料とする。 
（（委委任任））  
第第７７条条 この条例の施行について必要な事項は、東京都規則で定める。 
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に
移

管

第
四

期
推

進
協

提
言

「
地

域
に

お
け

る
障

害
者

の
自

立
を

支
援

す
る

総
合

的
施

策
の

展
開

に
つ

い
て

」

重
度

心
身

障
害

者
手

当
等

の
各

種
手

当
に

係
る

事
務

が
セ

ン
タ

ー
に

移
管

第
二

期
推

進
協

提
言

「
2
1
世

紀
初

頭
の

東
京

都
に

お
け

る
地

域
福

祉
を

基
調

と
す

る
障

害
者

施
策

の
基

本
的

な
あ

り
方

に
つ

い
て

」

「
ノ

ー
マ

ラ
イ

ゼ
ー

シ
ョ

ン
推

進
東

京
プ

ラ
ン

－
東

京
都

障
害

者
福

祉
計

画
（

平
成

9
年

度
改

定
）

」
（

平
成

9
～

1
7

年
度

）
策

定

措
置

制
度

か
ら

支
援

費
（

利
用

契
約

）
制

度
へ

移
行

法
律

上
「

精
神

薄
弱

」
の

用
語

を
「

知
的

障
害

」
に

改
め

る

社
会

福
祉

の
増

進
の

た
め

の
社

会
福

祉
事

業
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
等

の
法

律
（

社
会

福
祉

法
外

8
法

）
の

成
立

第
三

期
推

進
協

提
言

「
2
1
世

紀
に

お
け

る
障

害
者

の
自

立
生

活
支

援
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
向

け
て

」

地
方

分
権

一
括

法
の

施
行

「
身

体
障

害
者

更
生

相
談

所
設

置
運

営
基

準
」

「
知

的
障

害
者

更
生

相
談

所
設

置
運

営
基

準
」

制
定

知
的

障
害

者
の

施
設

入
所

等
の

更
生

援
護

事
務

が
都

道
府

県
か

ら
町

村
へ

移
譲

都
道

府
県

は
、

市
町

村
の

求
め

に
応

じ
、

身
体

障
害

者
更

生
相

談
所

等
に

よ
る

技
術

的
事

項
に

つ
い

て
の

協
力

そ
の

他
必

要
な

援
助

を
行

う
も

の
と

さ
れ

る

－79－

セ
ン

タ
ー

が
高

次
脳

機
能

障
害

者
の

支
援

拠
点

機
関

と
な

る

㈶
東

京
都

心
身

障
害

者
職

能
開

発
セ

ン
タ

ー
（

併
設

）
が

改
組

さ
れ

、
㈶

東
京

し
ご

と
財

団
の

一
部

と
な

る
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更
生

相
談

所
の

役
割

等
国

の
動

向
東

京
都

心
身

障
害

者
福

祉
セ

ン
タ

ー
都

の
動

向
年

平
成

1
9

2
0
0
7

平
成

2
0

2
0
0
8

平
成

2
1

2
0
0
9

平
成

2
2

2
0
1
0

平
成

2
3

2
0
1
1

・ ・ ・

障
害

者
の

定
義

（
社

会
モ

デ
ル

の
概

念
等

）
基

本
理

念
（

地
域

社
会

に
お

け
る

共
生

等
）

差
別

の
禁

止
（

合
理

的
配

慮
等

）
平

成
2
4

2
0
1
2

・ ・

＜
組

織
改

正
＞

3
課

・
1
支

所
（

定
数

1
0
3
人

）
調

整
課

・
障

害
認

定
課

・
地

域
支

援
課

、
多

摩
支

所

平
成

2
5

2
0
1
3

平
成

2
6

2
0
1
4

平
成

2
7

2
0
1
5

平
成

2
8

2
0
1
6

・ ・
障

害
者

に
対

す
る

差
別

の
禁

止
合

理
的

配
慮

の
提

供
義

務

平
成

2
9

2
0
1
7

平
成

3
0

2
0
1
8

令
和

元
2
0
1
9

令
和

2
2
0
2
0

障
害

者
基

本
法

の
改

正

障
害

者
虐

待
防

止
法

の
施

行

－80－

電
話

リ
レ

ー
サ

ー
ビ

ス
法

の
施

行

多
摩

支
所

が
元

の
国

立
庁

舎
（

多
摩

障
害

者
ス

ポ
ー

ツ
セ

ン
タ

ー
内

）
に

移
転

〔
7
月

〕
読

書
バ

リ
ア

フ
リ

ー
法

の
施

行

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
１

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

1
9
～

2
3
年

度
）

策
定

第
五

期
推

進
協

提
言

「
障

害
者

の
地

域
に

お
け

る
自

立
生

活
の

更
な

る
推

進
に

向
け

て
」

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
２

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

2
1
～

2
3
年

度
）

策
定

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
３

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

2
4
～

2
6
年

度
）

策
定

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
４

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

2
7
～

2
9
年

度
）

策
定

肢
体

不
自

由
者

更
生

施
設

を
東

京
都

練
馬

障
害

者
支

援
ホ

ー
ム

に
機

能
移

転

東
京

都
自

立
支

援
協

議
会

、
法

関
連

研
修

（
相

談
支

援
従

事
者

・
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

等
）

に
係

る
事

務
が

セ
ン

タ
ー

に
移

管

障
害

者
権

利
条

約
の

批
准

障
害

者
差

別
解

消
法

の
施

行
改

正
障

害
者

雇
用

促
進

法
の

施
行

障
害

者
文

化
芸

術
活

動
推

進
法

の
施

行

障
害

者
総

合
支

援
法

の
施

行
（

障
害

者
自

立
支

援
法

を
一

部
改

正
）

改
正

障
害

者
自

立
支

援
法

の
施

行

相
談

支
援

体
制

の
強

化
支

給
決

定
プ

ロ
セ

ス
の

見
直

し
、

サ
ー

ビ
ス

等
利

用
計

画
作

成
対

象
者

の
大

幅
拡

大

「
東

京
都

障
害

者
・

障
害

児
施

策
推

進
計

画
」

（
平

成
3
0
～

3
2
年

度
）

策
定

東
京

都
障

害
者

差
別

解
消

条
例

の
施

行

職
能

開
発

セ
ン

タ
ー

（
併

設
）

が
飯

田
橋

（
㈶

東
京

し
ご

と
財

団
）

に
移

転

多
摩

支
所

が
立

川
仮

庁
舎

に
移

転
（

多
摩

障
害

者
ス

ポ
ー

ツ
セ

ン
タ

ー
改

修
の

た
め

）
〔

3
月

〕

セ
ン

タ
ー

（
本

所
）

が
東

京
都

飯
田

橋
庁

舎
（

セ
ン

ト
ラ

ル
プ

ラ
ザ

）
及

び
別

館
（

秩
父

屋
ビ

ル
）

に
移

転
〔

3
月

〕
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更
生

相
談

所
の

役
割

等
国

の
動

向
東

京
都

心
身

障
害

者
福

祉
セ

ン
タ

ー
都

の
動

向
年

平
成
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成
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0
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平
成

2
1
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0
0
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成
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0
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0
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1
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の
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義

（
社

会
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デ
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概

念
等
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基
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（
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に
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生
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（
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平

成
2
4

2
0
1
2

・ ・

＜
組

織
改

正
＞

3
課

・
1
支

所
（

定
数

1
0
3
人

）
調

整
課

・
障

害
認

定
課

・
地

域
支

援
課

、
多

摩
支

所

平
成

2
5

2
0
1
3

平
成

2
6

2
0
1
4

平
成

2
7

2
0
1
5

平
成

2
8

2
0
1
6

・ ・
障

害
者

に
対

す
る

差
別

の
禁

止
合

理
的

配
慮

の
提

供
義

務

平
成

2
9

2
0
1
7

平
成

3
0

2
0
1
8

令
和

元
2
0
1
9

令
和

2
2
0
2
0

障
害

者
基

本
法

の
改

正

障
害

者
虐

待
防

止
法

の
施

行
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リ
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法

の
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行

多
摩

支
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が
元

の
国

立
庁

舎
（

多
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障
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者
ス

ポ
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セ
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内

）
に

移
転

〔
7
月

〕
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書
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フ
リ
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「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
１

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

1
9
～

2
3
年

度
）

策
定

第
五

期
推

進
協

提
言

「
障

害
者

の
地

域
に

お
け

る
自

立
生

活
の

更
な

る
推

進
に

向
け

て
」

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
２

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

2
1
～

2
3
年

度
）

策
定

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
３

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

2
4
～

2
6
年

度
）

策
定

「
東

京
都

障
害

者
計

画
・

第
４

期
東

京
都

障
害

福
祉

計
画

」
（

平
成

2
7
～

2
9
年

度
）

策
定

肢
体

不
自

由
者

更
生

施
設

を
東

京
都

練
馬

障
害

者
支

援
ホ

ー
ム

に
機

能
移

転

東
京

都
自

立
支

援
協

議
会

、
法

関
連

研
修

（
相

談
支

援
従

事
者

・
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

等
）

に
係

る
事

務
が

セ
ン

タ
ー

に
移

管

障
害

者
権

利
条

約
の

批
准

障
害

者
差

別
解

消
法

の
施

行
改

正
障

害
者

雇
用

促
進

法
の

施
行

障
害

者
文

化
芸

術
活

動
推

進
法

の
施

行

障
害

者
総

合
支

援
法

の
施

行
（

障
害

者
自

立
支

援
法

を
一

部
改

正
）

改
正

障
害

者
自

立
支

援
法

の
施

行

相
談

支
援

体
制

の
強

化
支

給
決

定
プ

ロ
セ

ス
の

見
直

し
、

サ
ー

ビ
ス

等
利

用
計

画
作

成
対

象
者

の
大

幅
拡

大

「
東

京
都

障
害

者
・

障
害

児
施

策
推

進
計

画
」

（
平

成
3
0
～

3
2
年

度
）

策
定

東
京

都
障

害
者

差
別

解
消

条
例

の
施

行

職
能

開
発

セ
ン

タ
ー

（
併

設
）

が
飯

田
橋

（
㈶

東
京

し
ご

と
財

団
）

に
移

転

多
摩

支
所

が
立

川
仮

庁
舎

に
移

転
（

多
摩

障
害

者
ス

ポ
ー

ツ
セ

ン
タ

ー
改

修
の

た
め

）
〔

3
月

〕

セ
ン

タ
ー

（
本

所
）

が
東

京
都

飯
田

橋
庁

舎
（

セ
ン

ト
ラ

ル
プ

ラ
ザ

）
及

び
別

館
（

秩
父

屋
ビ

ル
）

に
移

転
〔

3
月

〕

更
生

相
談

所
の

役
割

等
国

の
動

向
東

京
都

心
身

障
害

者
福

祉
セ

ン
タ

ー
都

の
動

向
年

令
和

3
2
0
2
1

令
和

4
2
0
2
2

令
和

5
2
0
2
3

「
東

京
都

障
害

者
・

障
害

児
施

策
推

進
計

画
」

（
令

和
6
～

8
年

度
）

策
定

医
療

的
ケ

ア
児

支
援

法
の

施
行

－81－

東
京

都
手

話
言

語
条

例
の

施
行

「
東

京
都

障
害

者
・

障
害

児
施

策
推

進
計

画
」

（
令

和
3
～

5
年

度
）

策
定

東
京

2
0
2
0
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

開
催
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